
総事業費

うち
交付金充当額

1
公共的空間安全・安心
確保事業

①　公共施設（庁舎、学校、児童福祉施設など）での感染拡
大を防止するため
②　消毒液やマスクなど感染拡大防止に有効な用品の購入費
③　庁舎窓口飛沫防止シート、マスク、消毒液
　　非接触型体温計
④　庁舎1、中学校1、小学校2、こども園1、児童館1

223,027 223,027 R2.4.5 R3.3.10

公共施設の感染拡大防止対策が図られ
た
庁舎等公共施設でのクラスター発生の
防止につながった

2 防災活動支援事業

①　避難所の衛生環境を保つため
②　避難所に備蓄する感染拡大防止備蓄品
③　感染対策用トイレ、発電機、サーモグラフィ、避難者用
テント、マスク、その他（トイレ用テント、扇風機、毛布、
ベッドなど）
④　地方公共団体

8,985,102 8,985,102 R2.4.17 R3.4.9
避難所での感染拡大防止対策が図られ
た

3
感染症対応のための体
制拡充事業

①　感染症対応のための体制を拡充する
②　保健師特殊勤務手当
③　1日1,000円
④　地方公共団体

0 0 - - 実績なし

4
新型コロナウィルス感
染症患者の治療等を行
う医療従事者支援事業

①　感染症への対応として必要となる医療提供体制構築のた
め
②　医療従事者への手当や検査機器等の購入に係る費用
③　国保国吉病院組合への負担金（構成市町で負担割合に応
じて負担）
④　国保国吉病院組合（いすみ医療センター）

3,780,000 3,780,000 R2.6.17 R2.6.25
医療機関への支援により、安定的な医
療体制の運営につながった

5
感染症拡大防止対策の
住民への周知・協力依
頼事業

①　医療等の体制や感染症拡大防止対策について住民への周
知・協力を求めるため
②　感染症対策の周知のための広報紙への掲載やチラシの戸
別配布に要する経費（当初予算の一部を振り替えて予算確
保）
③　広報紙発行経費（感染症対策周知のための特集ページ
分）
　　住民へ町の感染症対策事業を周知するための臨時広報紙
や感染拡大に伴うイベント中止広報経費
④　地方公共団体

136,528 136,528 R2.4.24 R3.4.29
感染拡大防止対策等の周知により、感
染拡大防止の一助となった

6
休業要請等に協力した
事業者への支援事業

①　感染症の蔓延防止のため
②　協力金　昨年5月の1日あたりの平均売上額×蔓延防止に
協力いただいた日数
③　対象者への協力金（上限200千円）
④　不特定多数の利用が見込まれる事業者（宿泊業、飲食
業、遊漁船業）のうち休業要請に協力した事業者

11,964,000 11,964,000 R2.6.11 R2.8.25
休業要請への協力者への支援を行うこ
とで、感染症拡大防止につながった

7
利子補給による支援事
業

①　雇用や事業の維持を支援するため
②　中小企業・個人事業主に対する利子補給費用
③　現に適用を受けている利子補給に対し、1/2を上限に上
乗せ支援　平成31年1月1日～令和2年12月31日の間に受けた
設備資金・運転資金融資の対象
④　現に利子補給の適用を受けている事業者

2,211,414 2,211,414 R2.6.8 R3.4.12
感染症拡大の影響を受ける中小企業の
支援となった

8
利子補給による支援事
業

①　雇用や事業の維持を支援するため
②　中小企業・個人事業主に対する利子補給費用
③　運転資金として新たに融資に受けた資金の利子を2％を
上限に支援
　令和2年2月1日～9月30日までに受けた運転資金融資の対象
分
④　令和2年2月1日～令和2年9月30日までに当該融資を受け
た事業者

1,734,692 1,734,692 R3.2.24 R3.3.23
感染症拡大の影響を受ける中小企業の
支援となった

9 住民生活の支援

①　ひとり親家庭を経済面で支援するため
②　児童扶養手当の上乗せ給付分
③④　令和2年4月分の児童扶養手当受給世帯に対し、児童一
人あたり1万円（1回限り）を上乗せ給付する。

660,000 660,000 R2.5.27 R2.6.10
感染症拡大の影響を受ける子育て世帯
への支援となった

10
御宿町水道事業会計補
助金

①　水道料金を減免し、新型コロナウイルスの影響を受けて
いる住民の負担軽減を図る。
②　水道事業会計に繰り出し、水道料金の減免に係る費用を
交付対象とする。
③　令和2年5月分（3月・4月使用分）の水道料金を減免する
（10万円を上限。公的機関除く）。そのうち10,000千円を交
付金対象とする。
④　御宿町水道事業会計

10,000,000 10,000,000 R3.3.4 R3.3.25
水道料金を町で負担することで、感染
症拡大の影響を受ける生活者への支
援、町内事業者への支援となった

11 住民生活の支援

①　子育て世帯を経済面で支援するため
②　新型コロナウイルス感染拡大に伴い、施設での感染防止
のために保護者がこども園や放課後児童クラブの利用を自粛
した場合に、保育料及び給食費、放課後児童クラブ利用料を
減免し、その減免相当額を交付対象とする。
③　自粛期間3か月（4月～6月）分の保育料、給食費、児童
クラブ利用料
④　地方公共団体

1,005,210 1,005,210 R2.4.30 R3.1.31
感染症拡大の影響を受ける子育て世帯
への支援となった

12
臨時休校中及び学校再
開後の家庭学習支援

①　休校中のオンライン学習の環境整備
②③　学習支援ソフトライセンス使用料
④　地方公共団体

396,000 198,000 R2.8.12 R2.9.10
リモートでの学習環境整備により、コ
ロナ禍においても児童生徒の学びの継
続が確保できた

13

14 布施学校組合負担金

①　臨時休校中及び学校再開後の家庭学習支援
②　布施学校組合負担金
③　布施学校組合に対し、学習支援ソフトライセンス使用料
を対象経費として負担する。
④　布施学校組合一般会計

156,558 78,279 R2.8.12 R2.9.10
リモートでの学習環境整備により、コ
ロナ禍においても児童生徒の学びの継
続が確保できた

15
プレミアム付き商品券
発行事業

①　購入額にプレミアム分を上乗せした独自の商品券を発行
し、地域経済回復を図る。
②　3,000円のプレミアム付与額及び事務費
③　プレミアム分、販売委託費、印刷やシステム利用に係る
補助金
④　一般社団法人御宿町観光協会

24,749,884 24,749,884 R2.7.29 R3.4.23
感染症拡大の影響を受ける生活者への
支援、町内事業者への支援となった

16
感染症患者受け入れ態
勢の確保（亀田病院・
いすみ医療センター）

①　医療機関における感染症患者の受入において病床を確保
するため
②　医療機関への負担金
③　●新型コロナウイルス感染患者専用病床確保に要する費
用
　　亀田病院、いすみ医療センター
　事業費60,000千円に対し、関係4市町で3%を均等割り、97%
を人口割りとして負担按分する。
　　●コロナ病床開設に伴う患者減少対策支援金
　　いすみ医療センター
　事業費60,000千円に対し、関係4市町で3%を均等割り、97%
を人口割りとして負担按分する。
④　亀田総合病院、いすみ医療センター

14,115,332 14,115,332 R2.10.15 R2.12.25
医療機関への支援により、安定的な医
療体制の運営につながった

17
救急搬送時の感染防止
対策（夷隅広域）

①　夷隅郡市広域市町村圏事務組合が実施する感染症対策に
係る経費の一部を負担することで、救急搬送時等における隊
員の感染防止を図る。
②　救急車に設置する陰圧搬送機（7式）購入等の感染症対
策に係る経費
③　感染対策陰圧搬送器具、オゾン脱臭除菌装置、オゾン水
機
　感染防護衣セット、感染防護衣
　事業費に対し、関係4市町で3%を均等割り、97%を人口割り
として負担按分する。
④　夷隅郡市広域市町村圏事務組合

1,443,972 1,443,972 R2.7.15 R2.8.14
救急隊員の新型コロナウイルス感染症
感染防止を図ることで、安定的な救急
搬送体制確保につながった

実施の効果

令和２年度分新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　充当事業実績

　　　　　　　　　　　　事業内容
　　　　①実施の理由
　　　　②事業の内容
　　　　③詳細
　　　　④事業の実施先

事業名Ｎｏ
事業開始
年月日

事業完了
年月日



18
公共的空間安全・安心
確保事業

①　衛生職員活動時の感染を防止するため
②　防護服やゴーグル、N95マスクの購入費
③　防護服、ゴーグル、N95マスク、手袋、フェイスマス
ク、電子体温計など
④　地方公共団体

755,207 755,207 R2.6.11 R3.4.23
衛生職員の感染症感染防止につながっ
た

19
学校保健特別対策事業
費補助金

①　学校施設における感染症拡大防止のため、マスク等の購
入支援
②③　清拭用消毒液、手指用消毒液、非接触型体温計等
④　地方公共団体

145,739 93,739 R2.4.6 R2.6.10

学校における感染症感染拡大防止につ
ながった
学校でのクラスター発生の防止につな
がった

20
公共的空間安全・安心
確保事業

①　公共施設（公民館、BG海洋センター体育館など）への来
場者用に消毒液などを据え置き、館内での感染拡大を防止す
るため
②　消毒液など感染拡大防止に有効な用品の購入費（消耗品
費）
③　消毒液、ハンドソープ、ウェットティッシュ
④　地方公共団体

225,334 225,334 R2.4.5 R3.3.25

公共施設の感染拡大防止対策が図られ
た
公共施設でのクラスター発生の防止に
つながった

21
海水浴場不開設に伴う
安全・感染防止対策

①　緊急事態宣言と感染拡大を受け、多くの人が多方面から
来訪する海水浴場の開設を見合わせることとした。海水浴場
を設置しない場合、海岸は町の管理下ではない。しかし、遊
泳エリア区分や例年の監視体制がないことから海難事故が懸
念されるため、遊泳者の監視や遊泳の自粛を促すなど最低限
の監視体制を敷く必要がある。監視員の人材確保が十分見込
めないことから、町職員により監視体制を補完する。
②　体制拡充伴う職員の時間外勤務手当（当初予算の一部を
振り替えて支出する）
③　関係職員9名分の7月～8月分の時間外勤務手当
④　地方公共団体

611,054 611,054 R2.4.5 R3.3.28
海水浴場を設置しない状況での海難事
故防止、感染症拡大防止につながった

22 介護保険事業費補助金

（通いの場の活動自粛下における介護予防のための広報支援
事業）
①　外出機会の減った高齢者の介護予防
②　パンフレット作成費
③　パンフレット印刷費、啓発グッズ、監修費
④　地方公共団体

198,542 66,542 R2.5.18 R3.2.25
活動自粛下での介護予防を促進するこ
とで、高齢者の健康づくりの一助と
なった

23
海水浴場不開設に伴う
安全・感染防止対策

①　緊急事態宣言と感染拡大を受け、多くの人が多方面から
来訪する海水浴場の開設を見合わせることとした。海水浴場
を設置しない場合、海岸は町の管理下ではない。しかし、遊
泳エリア区分や例年の監視体制がないことから海難事故が懸
念されるため、遊泳者の監視や遊泳の自粛を促すなど最低限
の監視体制を敷く必要がある。
②　海岸巡視業務委託（当初予算の一部を振り替えて支出す
る）
③　夏季期間中（7月23日～26日、8月1日～23）の海岸巡視
業務委託費
　人件費、現場管理費　等
④　地方公共団体

6,512,160 6,512,160 R2.7.22 R2.10.9
海水浴場を設置しない状況での海難事
故防止、感染症拡大防止につながった

24
海水浴場不開設に伴う
安全・感染防止対策

①　緊急事態宣言と感染拡大を受け、多くの人が多方面から
来訪する海水浴場の開設を見合わせることとした。海水浴場
を設置しない場合、海岸は町の管理下ではない。しかし、遊
泳エリア区分や例年の監視体制がないことから海難事故が懸
念されるため、遊泳者の監視や遊泳の自粛を促すなど最低限
の監視体制を敷く必要がある。
②　観光客への放送設備設置業務委託（当初予算の一部を振
り替えて支出する）
③　屋外スピーカー3か所、電線等敷設
④　地方公共団体

168,286 168,286 R2.7.10 R2.9.10
海水浴場を設置しない状況での海難事
故防止につながった

25
海水浴場不開設に伴う
安全・感染防止対策

①　緊急事態宣言と感染拡大を受け、多くの人が多方面から
来訪する海水浴場の開設を見合わせることとした。海水浴場
を設置しない場合、海岸は町の管理下ではない。しかし、砂
浜には一定の観光客が来訪することが見込まれたため、海難
事故等緊急時に救急搬送の支障がないよう砂浜を整地する必
要がある。
②　海岸整地業務委託（当初予算の一部を振り替えて支出す
る）
③　海岸整地委託
④　地方公共団体

647,900 119,507 R2.7.27 R2.9.10
海水浴場を設置しない状況での海難事
故防止につながった

26
海水浴場不開設に伴う
安全・感染防止対策

①　緊急事態宣言と感染拡大を受け、多くの人が多方面から
来訪する海水浴場の開設を見合わせることとした。海水浴場
を設置しない場合、海岸は町の管理下ではない。しかし、砂
浜には一定の観光客が来訪することが見込まれたため、海難
事故等緊急時に救急搬送の支障となる砂浜と道路との段差を
解消するため。
②　道路と海岸との落差を解消する階段設置費
③　簡易階段（木製）設置費
④　地方公共団体

147,245 147,245 R2.7.27 R2.9.10
海水浴場を設置しない状況での海難事
故防止につながった

27 中小企業再建支援金

①　感染症の影響を受けている中小企業者等の事業継続や再
開を支援するため
②　千葉県中小企業再建支援金の受給者に対する上乗せ支援
金
③　10万円限度
④　千葉県中小企業再建支援金の受給者

10,600,000 10,600,000 R2.7.14 R2.12.25
感染症拡大の影響を受ける中小企業の
支援となった

28
各種相談・申請支援窓
口開設事業

①　支援策に関する個別窓口の設置を支援し、雇用・事業の
維持や支援策の活用を支援するため
②　窓口開設や広報、申請書作成経費を対象とする補助金
③　50万円限度
④　窓口開設協力団体

1,440,000 1,440,000 R2.12.7 R3.3.25
感染症拡大の影響を受ける町内事業者
の支援となった

29 観光誘致促進対策事業

①　コロナウイルスで落ち込んだ観光客を呼び込み地域経済
の回復を図るため
②③　町内宿泊者に特産を活かした料理や品をプレゼントす
るために必要な経費への補助金及び観光客誘客のための観光
プロモーション経費
④　事業参画事業者

5,426,000 5,426,000 R2.9.24 R3.9.30
コロナ禍により落ち込んだ町内観光産
業の回復に寄与した

30

31
ふるさと納税による応
援促進事業

①　ふるさと納税を通じて、コロナ禍で落ち込んだ地域経済
を回復させる
②　ふるさと納税の増額を図るために必要な費用
③　寄附者がよく閲覧するページに御宿町紹介枠を設けて、
御宿町の取り組みを広く紹介する。
　掲載負担金、会計年度任用職員給料
④　地方公共団体

1,336,000 1,336,000 R2.7.6 R3.4.9
ふるさと納税の利用促進を図ること
で、コロナ禍により落ち込んだ町内産
業の回復に寄与した

32
新生活様式に対応した
行政の業務環境整備

①　感染症を予防するための分散勤務や、職員が感染した場
合の業務継続体制を整えておくため。公共施設でのバリアフ
リーな通信環境を整備するため。
②　場所や人数にとらわれず柔軟な業務体制をとるために必
要な機材、ネットワーク環境を整備する経費。
③　モバイルＰＣ整備費
　　業務ネットワーク無線化整備費
　　公共施設へのWi-fi整備費、その他必要備品等
④　地方公共団体

47,433,520 47,433,520 R2.8.31 R3.5.10

職員の接触機会の軽減を図り、公共施
設の感染拡大防止対策が図られた
庁舎等公共施設でのクラスター発生の
防止につながった

33
コンビニ納付普及促進
事業

①　納税義務者（普通徴収）がコンビニで町税等を納付する
ことができるシステムを整備し、新しい生活様式を踏まえた
利便性向上、行政のデジタル化を図る。
②　システム導入経費
③　システム導入経費、その他諸経費
④　地方公共団体

8,244,500 8,244,500 R3.3.17 R4.3.25
接触機会の軽減を図り、公共施設の感
染拡大防止対策が図られるとともに、
納税者の利便性向上につながった

34 防災活動支援事業

①　感染症拡大防止に伴う在宅避難時において、停電時の各
戸の電源支援を行うため
②　配電可能な電気自動車及び配電装置等整備費
③　電気自動車、給電ステーション、配電装置
④　地方公共団体

8,900,894 8,900,894 R2.12.14 R3.3.10
避難時の電力供給体制の強化につな
がった



35
公共的空間安全・安心
確保事業

①　公共施設のカウンターの飛沫防止設備及び空気清浄機を
整備し感染拡大を防止する
②　各課のカウンターへの飛沫防止設備の整備費及び空気清
浄機整備費
③　各課カウンター飛沫防止設備、空気清浄機
④　地方公共団体

2,510,886 2,510,886 R3.2.19 R3.4.23

職員の接触機会の軽減を図り、公共施
設の感染拡大防止対策が図られた
庁舎等公共施設でのクラスター発生の
防止につながった

36
新生活様式に対応した
公共施設での会議シス
テム整備

①　ソーシャルディスタンスを確保して開催できるマイクス
ピーカーシステムを導入し、庁内会議の際の感染症拡大を防
止するため
②　参加者個別マイクスピーカーシステムの整備費
③　マイクシステムサーバ、マイクユニット、ポータブルス
ピーカー、電源、録音装置、消耗品、調整費等
④　地方公共団体

6,574,700 6,574,700 R3.3.26 R3.6.30

職員の接触機会の軽減を図り、公共施
設の感染拡大防止対策が図られた
庁舎等公共施設でのクラスター発生の
防止につながった

37
公共的空間安全・安心
確保事業

①　議場出席者の隔壁を設置し感染症の拡大を防止する
②③　隔壁（アクリル板）の購入費
④　地方公共団体

76,175 76,175 R2.10.27 R2.11.10

職員の接触機会の軽減を図り、公共施
設の感染拡大防止対策が図られた
庁舎等公共施設でのクラスター発生の
防止につながった

38
新生活様式に対応した
公共施設整備

①　公共施設における感染症拡大防止のため
②　月の沙漠記念館での感染防止対策消耗品
③　アルコール消毒液など感染防止対策消耗品
④　地方公共団体

310,190 310,190 R3.2.22 R3.4.23

接触機会の軽減を図り、公共施設の感
染拡大防止対策が図られた
公共施設でのクラスター発生の防止に
つながった

39
公共的空間安全・安心
確保事業

①　公共施設における感染症拡大防止のため
②　児童館（1か所）における自動水洗化、洋式化、自動ド
ア整備費
③　男子用便器4基、洗面台4基の設置配管工事
　　和式トイレ2基の洋式化工事、玄関ドアの自動ドア化
④　地方公共団体

3,661,900 3,661,900 R2.10.2 R3.4.9

接触機会の軽減を図り、公共施設の感
染拡大防止対策が図られた
公共施設でのクラスター発生の防止に
つながった

40
41

42
公共的空間安全・安心
確保事業

①　学校施設における感染症拡大防止のため
②　御宿中トイレの衛生環境改善費
③　便座の洋式化　12箇所
　　手洗い場自動水洗化　42箇所
④　中学校1

10,208,000 10,208,000 R2.12.1 R3.9.21

接触機会の軽減を図り、公共施設の感
染拡大防止対策が図られた
公共施設でのクラスター発生の防止に
つながった

43

44
公共的空間安全・安心
確保事業

①　学校施設における感染症拡大防止のため
②　3密を避けた授業を行うために必要な教室へ通信環境を
整備する経費
③　御宿小学校（1校）　ポケットWi-fi購入費、通信費、機
器代
④　小学校1

321,297 321,297 R2.10.8 R3.4.30

接触機会の軽減を図り、公共施設の感
染拡大防止対策が図られた
公共施設でのクラスター発生の防止に
つながった
児童の学びの継続につながった

45 ICT拠点整備事業

①　外出自粛の広がりやリモートワークの普及などに対応し
た地方創生を進めるため、都市部からの進出企業、町内外の
企業創業者等の事業拠点をつくり、人口減少への対応、新し
い産業の創出を支援する。
②　公共施設改装費、備品整備費、組織運営に要する経費
③　会議室整備費（通信設備、備品、内装改装など）
　　企画運営費（企画費、スタッフ人件費、企業交渉調整費
等）
　　テレワーク・サテライトオフィス支援金
④　企業

0 0 - - 実績なし

46 学習支援事業

①　学校の夏季休暇の短縮に伴って出勤日の増えた特別学級
支援員や用務員を支援するため。
②　出勤日の増に伴って生じた人件費
　中学校（1校）用務員、小学校（2校）支援員、小学校（2
校）用務員、調理場調理員
　各学校電気料、各学校水道料
④　地方公共団体

2,198,514 2,198,514 R2.8.4 R2.9.10
夏季休暇の短縮により感染症拡大下に
おいても児童生徒の学習機会の確保に
つながった

47 子育て世帯支援事業

①　感染症拡大防止のために中止した修学旅行（中学３年
生）のキャンセル料及び代替えとして実施する県内日帰りバ
ス旅行費用
②③　旅行会社から請求された企画キャンセル料及び代替旅
行でのバス2台/1日の借上げ料
④　地方公共団体

113,535 113,535 R2.10.23 R2.11.10
感染症拡大下における子育て世帯への
支援となった

48 新生児応援給付金

①　子育て世帯の生活を支援する。
②　給付に必要な経費
③　国の特別定額給付金の対象外となる令和2年4月28日以降
令和3年3月31日までに生まれた子どもを対象に一人当たり10
万円を給付
④令和2年4月28日～令和3年3月31日生まれの子の保護者

900,000 900,000 R211.17 R2.12.25
国の特例給付の対象外となった方へも
同様の支援を行うことができた

49
学校保健特別対策事業
費補助金

（学校再開に伴う感染症対策・学習保障等に係る支援事業）
①　学校施設における感染症拡大防止のため
②　感染予防や3密回避のうえで学習を進めていくための備
品等購入費等。中学校1校、小学校2校分。
③　オンライン学習のための教師用PC購入費
　　教室等のオゾン除菌脱臭機、非接触型体温計、体調不良
者隔離のためのテント、寝具等感染防止や密回避に必要な用
品
④　小学校2、中学校1

8,354,863 5,854,863 R2.7.9 R3.2.25

接触機会の軽減を図り、公共施設の感
染拡大防止対策が図られた
公共施設でのクラスター発生の防止に
つながった
児童生徒の学びの継続につながった

50
公共的空間安全・安心
確保事業

①　公共施設における感染症拡大防止のため
②　庁舎、公民館（1か所）、BG海洋センターへのサーモカ
メラ設置費用
③　サーモカメラ、スタンド、設置費
④　地方公共団体

1,033,450 1,033,450 R2.10.8 R3.2.25

公共施設の感染拡大防止対策が図られ
た
公共施設でのクラスター発生の防止に
つながった

51 住民の安心確保事業
①　感染拡大や自粛生活に疲れたこころの健康を保つ
②③　チラシ「こころの健康」購入経費
④　地方公共団体

39,710 20,710 R2.6.25 R2.7.22
感染症拡大下におけるこころのケアの
一助となった

52

53
感染症対応のための体
制拡充事業

①　新型コロナウイルス感染症対応の体制拡充を図るため、
職員の時間外勤務手当等を確保し、行政機能を維持・継続す
ることで、住民サービスの維持向上を図る。
②③　新型コロナウイルス感染症対応に係る時間外勤務手当
等
④　地方公共団体

711,708 R2.4.5 R3.3.28 交付金充当無し

54
公共的空間安全・安心
確保事業

①　学校施設における感染症拡大防止のため、マスク等の購
入支援事業
②③　清拭用消毒液、手指用消毒液、非接触型体温計等
④　地方公共団体

1,250,956 1,250,956 R2.4.30 R3.4.9
学校における感染拡大防止対策が図ら
れた
クラスター発生の防止につながった

55
コンビニ納付普及促進
事業

①コンビニ等で水道料金を納付できるシステムを整備し、新
しい生活様式を踏まえ利便性向上と行政のデジタル化を図
る。
②御宿町水道事業会計に繰出し、コンビニ収納システムの整
備に要する経費を交付対象経費とする。
③　対応システム　ハードウェア・ソフトウェア
④御宿町水道事業会計

2,420,000 2,420,000 R3.3.15 R3.7.27
接触機会の軽減を図り、公共施設の感
染拡大防止対策が図られるとともに、
利用者の利便性向上につながった

56
各種相談・申請支援窓
口開設事業

①新型コロナウイルス感染症に係る中小企業支援に係る相談
環境確保のため、相談環境の整備に係る費用を補助する。
②新型コロナウイルス相談設備改修補助金
③対象事業費の1/2以内　空調設備等の改修費を対象とす
る。
④地方公共団体

1,132,000 1,132,000 R3.2.16 R3.4.9
感染症拡大の影響を受ける中小企業の
支援となった



57
公共的空間安全・安心
確保事業

①公衆トイレ等の水洗設備では、蛇口など手に触れる部分か
らの感染拡大の事例がある。石鹸や消毒液を備え付け、利用
者が十分な手洗いや消毒ができるようにする。また、清掃従
事者にマスクを支給し、清掃時の飛沫の拡散や吸引を防止す
る。
②従事者のマスク、トイレに設置する消毒液、石鹸等の購入
費
③マスクや消毒用品等
④地方公共団体

104,547 104,547 R2.7.31 R3.3.25

接触機会の軽減を図り、公共施設の感
染拡大防止対策が図られた
公共施設でのクラスター発生の防止に
つながった

58
公共的空間安全・安心
確保事業

①　学校施設における感染症拡大防止のため
②　御宿小トイレの衛生環境改善費
③　3階建片側トイレ全面改修（手洗い場自動水栓化　設計
監理費、工事費）
④　小学校1校

45,167,977 45,167,977 R3.3.19 R3.11.30

接触機会の軽減を図り、公共施設の感
染拡大防止対策が図られた
学校におけるクラスター発生の防止に
つながった

59
公共的空間安全・安心
確保事業

①　学校施設における感染症拡大防止のため
②　御宿中への除菌機能付空調設備整備
③　除菌機能付空調設備工事　保健室系統（５室）
④　中学校

13,666,400 13,666,400 R3.5.27 R3.9.29

公共施設の感染拡大防止対策が図られ
た
学校におけるクラスター発生の防止に
つながった

60 公共交通応援事業

①　地域の公共交通機関を維持するため、新型コロナウイル
ス感染拡大防止に努めている地域公共交通事業者を支援す
る。
②　交通事業者への補助金
③　感染拡大防止に要する経費を対象とする。限度額100千
円
④　地域公共交通事業者

100,000 100,000 R3.30 R3.4.20
感染症拡大の影響を受ける公共交通事
業者への支援を行うことで、安定的な
事業運営の一助となった

61
学校保健特別対策事業
費補助金

（感染症対策等の学校教育活動継続支援）
①　学校施設における感染症拡大防止のため
②　感染予防や3密回避のうえで学習を進めていくための消
耗品費、備品等購入費等。中学校1校、小学校1校分
③　体温計、オゾン脱臭機等
④　小学校1、中学校1

1,491,472 899,472 R2.12.16 R4.3.31

公共施設の感染拡大防止対策が図られ
た
学校におけるクラスター発生の防止に
つながった

合計 276,702,380 271,891,000


